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研究成果の概要（和文）：ベッカーによる人的資本論では、若い時は賃金が生産性より高く、訓練後は賃金より
生産性が高いと考えている。一方、ラジアーらは賃金を後払いにすることで、若い労働者の賃金は生産性より低
く、退職間近の労働者では賃金のほうが生産性より高いと考えた。この研究では標準的な生産関数を用い、賃金
や生産性などの人的資本も標準的なミンサー型の関数を用い、両者を企業単位で線形関数として統合し、パネル
固定効果分析を行える関数型を確立した。データ分析の結果、若い労働者の賃金は生産性よりも高いがまもなく
逆転する。一方、賃金と生産性は中高年期の労働者で再び逆転し、退職間近の労働者では再び賃金が生産性より
も高くなる。

研究成果の概要（英文）：Human capital theory established by Becker predicts that wages of young 
workers are higher than their productivity, while their productivity will become higher after 
training completes. Lazear insists that deferred payment results lower wages for young workers and 
higher wages for elderly workers than their productivity. This research joins standard production 
function and standard Mincer style wage function. The data analysis results that wages are higher 
than productivity for young workers, then the productivity exceeds wages, and again, wage exceeds 
productivity for elderly workers. 

研究分野： 人的資本

キーワード： 労働経済学　賃金と生産性の比較　ミンサー型賃金関数
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 労働者の賃金と生産性のギャップは、ア
ダム・スミス、リカード、マルクスらから、
今日のベッカー、ラジアーらに至るまで、経
済学の中心的な問題意識の一つである。 
 ケインズの賃金の下方硬直性の仮説は、賃
金が生産性よりも高いために、非自発的失業
が起こるというアイディアであるが、この賃
金・生産性のギャップは実測されていない。
マルクスらは労働者が搾取されていること
を主張するが、賃金が生産性よりも低いこと
を実証してはいない。 
 ジェンダーの研究者は、男女賃金格差を取
り上げるが、男女の生産性の差が賃金格差よ
りも大きい可能性を無視しているし、男女の
生産性の格差を実測してもいない。 
 現代の経済学で大きな進歩をとげた人的
資本論においては、企業特殊訓練の投下と回
収があるために、各時点での労働者の賃金と
生産性は一致しないことが主張されている。
典型的には若い労働者に対して企業が企業
特殊訓練を投下する場合、労働者の賃金は、
生産性から訓練費用を引いた額よりも高い。
なぜなら企業特殊訓練は労働者がその企業
に存在する限りにおいて有効なため労働者
がこの費用の全額を負担するインセンティ
ブがないからである。一方、訓練後の生産性
が高まった状態を考えれば、企業はその多く
を収益として投資を回収する。この時点では、
労働者の賃金は、生産性よりも明らかに低い。
この人的資本論による企業特異的訓練投資
のモデルによれば、若い労働者の賃金は生産
性より高く、訓練後の中高年の労働者の賃金
は生産性より低い。しかしながら、この大小
関係について実証した研究はない。 
 現代の経済学で賃金と生産性のギャップ
を説明するもう一つの代表的な説明が労働
者の怠業を防止するための賃金後払い仮説
である。労働者が手抜きしない、不正をしな
い、という怠業を防止するため管理監督など
のモニタリングを実施すれば莫大なコスト
がかかる。賃金を後払いにすることで、この
問題は大きく緩和される。なぜなら労働者は
後払いされる賃金を得るために、長期間、真
面目に働いたほうが有利だというインセン
ティブがあるからである。この仮説が正しい
なら、賃金と生産性は一致せず、しかも労働
者の年齢が高くなるほど、賃金は生産性より
も高くなる。しかしながら、この関係につい
ても実証はされていない。 
 労働経済学、あるいは人的資本論にとって
深刻なのは、この「企業特異的訓練投資の仮
説」と、「怠業防止の後払い仮説」が、労働
者の年功に伴う賃金と生産性の関係につい
て、正反対の主張をしている点にある。訓練
投資仮説によれば、訓練コストのある若年期
に賃金は生産性より高く、訓練後の収穫期で
ある中高年期において賃金より生産性が高
い。一方、怠業防止の後払い仮説によれば、
若年期には賃金は生産性よりも低く、中高年

期においては賃金は生産性よりも高い。この
相反する仮説に決着を付けるためには、賃金
と生産性の大小を計測することが必要であ
るものの、これまで実証研究は成功していな
い。 
(2) 労働者の賃金と生産性のギャップを計測
するための障害は、企業レベルの生産性を測
定するための生産関数として標準的に用い
られているコブダグラス型生産関数、あるい
はトランスログ型生産関数と、労働者の賃金
や生産性を示すために標準的に用いられて
いるミンサー型関数の両者を組み合わせる
ことが困難である点にある。 
 労働者の生産性を測定するには、労働投入
によってどれだけ企業または事業所の生産
物が増えたかを測定することが必要である。
この場合、生産関数としては、企業間あるい
は異時点間の比較を行うために適したコブ
ダグラス型生産関数や、トランスログ型生産
関数が用いられる。この両者の関数において、
労働投入はLつまり個々の労働者の労働密度
に労働時間をかけ全労働者について合計し
たものである。 
 一方、労働者の時間あたり賃金や生産性を
表現するために標準的に用いられているミ
ンサー型関数は、半対数型の関数型である。
これを L＝Σli*hi とするためは、li つまり
個々の労働者の生産性や賃金を、対数から外
して表現する必要がある。これはミンサー型
関数の利点である右辺の線形性が失われ、非
線形の指数関数に変形されることを意味す
る。 
 このため、個々の労働者の賃金や生産性の
総和を形成する際、非線形である指数対数を
個々の労働者について合計するため、無数の
非線形項の和が生じてしまう。 
 生産性分析においては、企業ごとのもとも
との生産性の差や、企業ごとのもともとの労
働者の能力の差のうち、説明変数で表現でき
ない部分の存在が問題となる。これらの観測
できない質の差が、説明変数と相関している
と、パネル分析の推定値には系統的な誤差が
発生する。例えば大企業ほど生産性が高く、
かつ大企業ほど高学歴労働者が多いとすれ
ば、高学歴労働者の生産性が過大に評価され
ることとなる。 
 通常、こうしたバイアスを回避するため、
パネル分析においては、企業ごとの固有の効
果を控除して分析を行う。しかしながら、こ
の方法は、両辺が線形であることが必要であ
るため、上述のようにミンサー型関数を半対
数型から指数型に書き換えて合計した場合
には、この企業固定効果分析が行えなくなる。 
 このように、賃金と生産性のギャップは経
済学の伝統的な問題意識であり、なおかつ現
代の経済学においても正反対の主張が対立
している問題である。そしてその実証分析は、
トランスログ型生産関数と、人的資本に関す
るミンサー型関数を統合しつつ、線形を維持
するという操作ができないために、進展を阻



まれている。 
 
２．研究の目的 
 この研究では、賃金と生産性のギャップを
計測する新しい分析手法を開発し実証まで
を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 分析手法としては、企業レベルの生産性を
測定する標準的な関数であるトランスログ
型生産関数に、人的資本の表現に標準的に用
いられるミンサー型関数を導入しつつも、線
形性を維持し、企業固定効果分析を可能とす
る。 
 実証としては、既に実施してある企業－労
働者マッチングデータを用いた分析を再検
証して、今回の理論モデルの適用が妥当であ
ったかどうかを確認し、その上で、賃金と生
産性のギャップが労働者の年功とともに、ど
のように変化するかを確認する。 
 
４．研究成果 
(1)この研究では、最初に、労働者の生産性
と賃金のギャップを計測する新しい実証方
法を作り出した。最初に、生産性と賃金のギ
ャップを標準的なミンサー関数に基づいて
定義した。次に企業内で雇用されている労働
者の労働サービス投入を集計する。最後に、
労働投入を線型関数として企業の生産関数
に導入した。 

 

標準的なミンサー型賃金関数からスター
トし、属性ｓの労働者 iの賃金は上のように
なる。ここで、wi は労働者 iの時給、exi は
労働者 iの経験年数、ex2i は、勤続年数の２
乗、teni は経験年数、ten2i は勤続年数の２
乗である。賃金プロファイルの形状は労働者
の属性によって異なるはずである。よって、
φ0から φ4の５つの係数は、労働者のカテ
ゴリーｓごとに異なる値をとれるようにす
る。 

 

 労働者の生産性は、賃金率と必ずしも等
しくない。属性ｓの労働者 i の生産性は、上
のように表される。ここで、li は、労働者 i
の時間あたり労働サービス提供、つまり生産
性である。生産性プロフィールも、労働者の
属性ごとに異なる。 
 
ここで、労働サービス提供つまり労働者の

生産性と、賃金の差であるギャップ関数を、
次のように定義する。 

 

すると生産性を生み出す人的資本は、 

 
となる。これを企業ｊについて合計すると、 

 

と整理される。これによって、トランスログ
生産関数をパネル固定効果分析する際の労
働投入が労働者の属性の係数のパラメータ
ーの線形結合として表現される。 
 
(2)この賃金-生産性の分析手法を、以前構
築・分析を行ったマイクロデータの解釈に用
いる。今回の推定から、製造業において、①
高卒男性の生産性は、入社から 10 年位まで
は賃金より低く、10 年過ぎから 27 年目位ま
では賃金を超え、27 年後からは再び賃金を上
回ること、②高卒女性の生産性は、入社当初
から 20 年目位まではほぼ賃金に一致し、そ
の後賃金を下回ることが分かった。これは、
高卒男性の場合には、若年期は企業による教
育訓練が施されており、中年期にはその教育
訓練投資を企業が回収し、熟年期にはラジア
ー型の後払い賃金体系を持っていることが
推察される。高卒女性では、入社直後の教育
訓練投資が男性ほどにはなされておらず、人
的資本の蓄積を必要としない仕事を与えら
れていることと解釈できる。 
 

 

 



 
上段のグラフは生産性－賃金ギャップ（生産
性が賃金を上回る場合に正値）、2行目のグラ
フの緑（●）は生産性、赤（◆）は賃金であ
る。横軸は勤続年数である。 
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